
        認定について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第1 3 7号  平成２４年度川崎市病院事業会計決算認定について  - -   (〃) 

議案第1 3 8号  平成２４年度川崎市下水道事業会計未処分利益剰余 

金の処分及び決算認定について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第1 3 9号  平成２４年度川崎市水道事業会計未処分利益剰余金 

の処分及び決算認定について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第1 4 0号  平成２４年度川崎市工業用水道事業会計未処分利益 

剰余金の処分及び決算認定について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第1 4 1号  平成２４年度川崎市自動車運送事業会計決算認定に 

        ついて  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第1 4 2号  平成２４年度川崎市高速鉄道事業会計決算認定につ 

        いて  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

報告第１６号  健全化判断比率の報告について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

報告第１７号  資金不足比率の報告について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

報告第１８号  公益財団法人川崎市国際交流協会ほか２６法人の経 

        営状況について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

報告第１９号  地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分 

        の報告について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   81 

 

議案第９６号 

    

川崎市債権管理条例の制定について 

  

川崎市債権管理条例を次のとおり制定する。 

 

平成２５年  月  日提出 

川崎市長 阿 部 孝 夫 

 

川崎市債権管理条例 

（目的） 

第１条 この条例は、市の債権の管理に関し必要な事項を定めることにより、

市の債権の管理の適正化を図り、もって市民負担の公平を確保し、及び円滑

な財政運営に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「市の債権」とは、金銭の給付を目的とする市の権

利（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づく徴収金に係るも

のを除く。）をいう。 

（他の法令等との関係） 

第３条 市の債権の管理に関する事務の処理については、法令又は他の条例に

特別の定めがある場合を除くほか、この条例の定めるところによる。 

（市長等の責務） 

第４条 市長及び公営企業管理者（以下「市長等」という。）は、市の債権に

ついて、法令又は条例若しくは規則等（規則又は地方公営企業法（昭和２７

年法律第２９２号）第１０条に規定する企業管理規程をいう。以下同じ。）

議案第９６号

平成２５年 ９ 月 ２ 日提出

        川崎市長  阿  部  孝  夫



の定めるところに従い、その督促、滞納処分、強制執行、徴収停止、履行期

限の延長その他の市の債権の管理に関し必要な事務を適正に行わなければな

らない。 

２ 市長等は、前項に規定する責務を遂行するため、市の債権の管理の適正化

を図るための方針の策定、市の債権の管理に関する事務の処理手続の整備そ

の他の必要な取組を推進するものとする。 

（督促） 

第５条 市長等は、市の債権について、履行期限までに履行しない者があると

きは、督促状により期限を指定して督促しなければならない。 

（延滞金） 

第６条 市長等は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の３第

１項に規定する歳入（以下「税外収入金」という。）について同項の規定に

よる督促をしたときは、この条例の定めるところにより、延滞金を徴収する

ものとする。 

２ 前項の延滞金は、当該督促に係る税外収入金の額が２，０００円以上であ

る場合に徴収するものとし、その額は、納期限の翌日から納付の日までの日

数に応じ、税外収入金の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。）に年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過

する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算し

た額とする。この場合において、税外収入金の額の一部につき納付があった

ときは、その納付の日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となる額は、そ

の納付があった税外収入金の額を控除した額とする。 

３ 前項の規定により計算した延滞金の額に１００円未満の端数があるとき、

又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てる。 



４ 第２項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、

３６５日当たりの割合とする。 

（延滞金の減免） 

第７条 市長等は、税外収入金の納付義務者が税外収入金を納期限までに納付

しなかったことについて規則等で定めるやむを得ない理由があると認められ

る場合その他規則等で定める特別の理由があると認められる場合には、前条

第１項の延滞金を減免することができる。 

（市の債権の放棄） 

第８条 市の債権について、次の各号のいずれかに掲げる事由が生じたときは、

当該市の債権及びこれに係る損害賠償金等（債務者の履行の遅滞に係る損害

賠償金その他の徴収金をいう。以下同じ。）は、放棄する。ただし、当該市

の債権について、債務者と共に債務を負担する者その他弁済の責任を負うべ

き他の者があり、その者について次の各号に掲げる事由がないときは、この

限りでない。 

 ⑴ 市の債権（時効による消滅について、時効の援用を要するものに限る。）

につき消滅時効が完成したこと。 

 ⑵ 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令の規定により債

務者が市の債権（地方自治法第２３１条の３第３項に規定する歳入に係る

もの以外のものに限る。次号において同じ。）につきその責任を免れたこ

と。 

 ⑶ 市の債権に係る債務者（法人に限る。）が破産手続廃止の決定を受けた

こと。 

（滞納者に関する情報の利用） 

第９条 市長等は、市の債権の管理に関する事務を効果的に行うため必要があ

の定めるところに従い、その督促、滞納処分、強制執行、徴収停止、履行期

限の延長その他の市の債権の管理に関し必要な事務を適正に行わなければな

らない。 

２ 市長等は、前項に規定する責務を遂行するため、市の債権の管理の適正化

を図るための方針の策定、市の債権の管理に関する事務の処理手続の整備そ

の他の必要な取組を推進するものとする。 

（督促） 

第５条 市長等は、市の債権について、履行期限までに履行しない者があると

きは、督促状により期限を指定して督促しなければならない。 

（延滞金） 

第６条 市長等は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の３第

１項に規定する歳入（以下「税外収入金」という。）について同項の規定に

よる督促をしたときは、この条例の定めるところにより、延滞金を徴収する

ものとする。 

２ 前項の延滞金は、当該督促に係る税外収入金の額が２，０００円以上であ

る場合に徴収するものとし、その額は、納期限の翌日から納付の日までの日

数に応じ、税外収入金の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。）に年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過

する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算し

た額とする。この場合において、税外収入金の額の一部につき納付があった

ときは、その納付の日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となる額は、そ

の納付があった税外収入金の額を控除した額とする。 

３ 前項の規定により計算した延滞金の額に１００円未満の端数があるとき、

又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てる。 



ると認めるときは、当該事務の遂行に必要な限度で、川崎市個人情報保護条

例（昭和６０年川崎市条例第２６号）で定めるところに従い、その保有する

滞納者（市の債権について、履行期限までに履行しない個人をいう。）に関

する情報を、保有するに当たって特定された利用の目的の範囲を超えて利用

することができる。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則等で定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で

定める日から施行する。ただし、第６条、第７条及び附則第３項から第５項

までの規定は、平成２６年４月１日から施行し、第６条及び第７条の規定は、

同日以後に納入の通知をした税外収入金について適用する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に第８条各号のいずれかに掲げる事由に該当する市

の債権及びこれに係る損害賠償金等については、この条例の施行の際に当該

事由が生じたものとみなして、同条の規定を適用する。 

（延滞金の割合の特例） 

３ 当分の間、第６条第２項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合

及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基

準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割

合をいう。以下同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、

その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年１４．６



パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合

に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割

合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当

該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パ

ーセントの割合）とする。 

（川崎市税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例の廃止） 

４ 川崎市税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例（昭和３２年川崎市条

例第３号）は、廃止する。 

（川崎市税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

５ 附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日前に、納入の通知をした税

外収入金に係る延滞金の徴収及び減免については、なお従前の例による。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

市の債権の管理に関し必要な事項を定めることにより、市の債権の管理の適

正化を図り、もって市民負担の公平を確保し、及び円滑な財政運営に資するこ

とを目的として、この条例を制定するものである。 

 

 

 

 

 

ると認めるときは、当該事務の遂行に必要な限度で、川崎市個人情報保護条

例（昭和６０年川崎市条例第２６号）で定めるところに従い、その保有する

滞納者（市の債権について、履行期限までに履行しない個人をいう。）に関

する情報を、保有するに当たって特定された利用の目的の範囲を超えて利用

することができる。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則等で定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で

定める日から施行する。ただし、第６条、第７条及び附則第３項から第５項

までの規定は、平成２６年４月１日から施行し、第６条及び第７条の規定は、

同日以後に納入の通知をした税外収入金について適用する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に第８条各号のいずれかに掲げる事由に該当する市

の債権及びこれに係る損害賠償金等については、この条例の施行の際に当該

事由が生じたものとみなして、同条の規定を適用する。 

（延滞金の割合の特例） 

３ 当分の間、第６条第２項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合

及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基

準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割

合をいう。以下同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、

その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年１４．６




